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資料 １ 
令和元年度 第１回 

千葉市入札適正化・苦情検討委員会 



令和元年度 建設工事の入札・契約制度の概要 

１ 入札方式 

入札方式 対象となる建設工事 

政府調達協定一般競争入札 設計金額２２億９，０００万円以上 

制限付一般競争入札 設計金額２５０万円超２２億９，０００万円未満 

指名競争入札 早急に入札を執行する必要がある場合、専門性が特に高い場合 

随意契約 設計金額２５０万円以下 

１者随契 地方自治法施行令第１６７条の２に該当する案件 

 

２ 執行方法 

・電子入札により執行している。（１者随契並びに水道局及び病院局執行分を除く。） 

 

３ 予定価格の公表 

・原則として事後公表。ただし、指名競争入札で執行する工事については、予定価格事前公表で

執行。 

 

４ 一般競争入札の参加資格の審査方式 

・設計金額３億円未満  開札後に落札候補者のみ資格審査を行う。 

・設計金額３億円以上  入札前に入札参加者全ての資格審査を行う。 

 

５ 等級別発注基準 

設計金額

土木

建築 A

電気

管

舗装

造園

Ｃ B A

B A

B A

B A

B

B A

250万円 1,000万円 1,500万 2,000万 3,000万 5,000万円

 

６ ＪＶ発注基準額 

  ・土木工事、舗装工事       ：設計金額２億円以上 

  ・建築工事            ：設計金額５億円以上 

  ・電気工事、管工事及び解体工事  ：設計金額１億円以上 

    



７ 入札参加資格要件における地域要件の細分化＜試行＞（平成 25年 4月 1日から） 

地域の維持管理や災害時対応の担い手となる地元の中小事業者を維持・育成することを目的と

して、入札の公平性・競争性を確保した上で、道路工事、下水道管渠工事及び舗装工事を対象に

地区区分を一部細分化し、発注している。 

要 件 適用基準の概要 

対象業種 土木一式工事及び舗装工事 

対象工事 

道路工事、下水道管渠工事及び舗装工事。 

ただし、次に該当する場合は対象外とする。 

（１）高い技術力又は高い施工管理能力が必要である建設工事 

（２）総合評価落札方式で発注をする建設工事 

（３）平準化対象工事として発注をする建設工事  

対象金額 
土木一式工事：設計金額２５０万円超３千万円未満（等級Ｂ、Ｃ対象） 

舗装工事：設計金額２５０万円超２千円未満（等級Ｂ対象） 

地区区分 
市内６区を３地域（中央区・美浜区、花見川区・稲毛区、若葉区・緑区）に区分

し、工事場所の存する地域に本店所在地を有する事業者とする。 

実施件数 工種別及び等級格付別に年間発注件数の概ね２分の１程度とする。 

不調・中止時の

取扱い 
応札状況を勘案し、地区区分を市内に拡大する場合もある。 

 

８ 専門業者育成のための入札制度＜試行＞（平成 26年 4月 11日から） 

とび・土工・コンクリート工事の業種については、それぞれ各工種の専門性を考慮し、市内専

門業者の維持育成及び実務経験を生かした効率的な施工や安全管理等を進めることを目的に、各

工種の入札制度を試行している。 

要 件 適用基準の概要 

対象業種 とび・土工・コンクリート工事 

対象工種 交通安全施設等設置、造成、フェンス、橋梁補修 

入札参加資格要件 
市が発注する、とび・土工・コンクリート工事の対象工種について、その

工種を入札参加資格登録における希望工種で第１位又は第２位にした者。 

対象金額 設計金額が２５０万円超１千万円以下 

実施件数 工種別に年間発注件数の概ね２分の１程度とする。 

不調・中止時の取扱い 応札状況を勘案し、入札参加資格要件を緩和する場合もある。 

 

９ 建設業者の社会保険等未加入対策 

国や県の取組みを踏まえ、建設産業の継続的な発展に必要な人材の確保等を目的として、社会

保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の加入を入札参加資格要件とし、社会保険等未

加入の建設業者は、落札者となることができないこととした。（平成 27年 4月 1日から実施） 

また、平成 29年 4月 1日からは、社会保険等未加入の建設業者との一次下請契約も禁止するこ

ととし、平成 30年 4月 1日からは、二次下請以下の建設業者に社会保険等未加入業者が確認され

た場合には、受注者に対し当該未加入業者への加入指導を要請することとしている。 

※ただし、法令により適用除外とされる場合は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 平準化におけるくじ引き落札制限（平成 28年度平準化案件から実施） 

平準化（債務負担行為の活用による前倒し発注）における地元の中小事業者の受注機会の確保

を図ることを目的として、くじ引きで１件落札した者をその後に開札するくじ引き対象の入札か

ら除外して落札者を決定する手続きを、１月から３月に公告する平準化案件で試行的に導入して

いたが、今年度より本格実施とした。 

適用対象 同一開札日、同一業種の平準化案件で、くじ引きとなったもの 

取扱い 

くじ引き落札制限の適用対象となる入札において、開札順で、先に落札者と

なった者が、その後に開札した案件でくじ引きの対象になった場合は、その

者のした入札を無効とする。 

適用除外 

くじ引きの対象者の全てが、先に執行したくじ引き落札制限の落札者のみの

場合など、市の発注を円滑に進めるにあたり、くじ引き落札制限が支障とな

る場合は適用除外とする。 

 



低 入札 価格調 査制 度 及 び最低 制限 価格 制 度 

 

 

１ 低入札価格調査制度（失格基準を含む。） 

(１)制度概要 

調査基準価格を設定している案件について、調査基準価格を下回る入札を行っている場合、当該入札を行っ

た者について失格基準該当の有無を調査後、低入札価格調査を行い、履行の可否に関する確認を行う制度 

  

(２)制度対象 

政府調達協定一般競争入札 

 総合評価落札方式の対象となるもの 

 

(３)調査基準価格 

次の各項目の合計額 

 

 

 

ただし、予定価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得た額とし、 

予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

 

(４)失格基準 

調査基準価格を下回る入札を行った場合に、数値的に失格の判断を行う基準。 

当該入札を行った者の積算内訳書の内訳が、次の各項目のいずれか１項目でも下回るか、又は入札価格が次

の各項目の合計額を下回る場合、失格とする。 

 

 

 

 

２ 最低制限価格制度 

(１)制度概要 

最低制限価格を設定している案件について、最低制限価格を下回る入札を行っている場合、当該入札を行っ

た者について失格として取り扱う制度 

 

(２)制度対象 

低入札価格調査制度の対象となる工事以外 

 

(３)最低制限価格 

次の各項目の合計額 

 

 

 

ただし、予定価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得た額とし、 

予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

 

 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

９７％ ９０％ ９０％ ５５％ 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

７５％ ７０％ ７０％ ３０％ 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

９７％ ９０％ ９０％ ５５％ 



 総 合 評 価 落 札 方 式  

 

１ 概  要 

  価格その他の条件が最も有利なものをもって応札した者を落札者として決定する方式  

（原則、設計金額２，０００万円以上の工事に適用） 

 

２ 型  式 

特別簡易型     技術的な工夫の余地が小さい工事 

簡易型       比較的技術的な工夫の余地が小さい工事 

標準型       技術的な工夫の余地が大きい工事 

高度技術提案型   技術的な工夫の余地が特に大きい工事 

 

３ 落札者の決定方法 

（１）評価値が最も高い者を落札者として決定（除算方式） 

 

（２）加算点の設定及び配点（工事内容により（ ）の範囲内で設定） 

 

（３）評価項目 

・施工計画（工程管理・品質管理・課題・配慮事項・安全管理） 

・施工能力（施工実績・工事成績・事故及び不誠実な行為・若手技術者の配置・技術者の経験・ 

技術者の成績・技術者の資格・安全活動・低価格入札・契約後ＶＥ方式の実績・ 

ＩＣＴ活用工事等の取組状況） 

・社会性・信頼性（一次下請の市内業者活用・品質確保・労働災害防止・災害等協力名簿の登載・ 

災害活動の実績・ボランティア活動の実績） 

・技 術 力（コスト縮減・目的物の性能や機能の向上・社会的要請（環境・交通・安全対策・省資源・ 

リサイクル）への対応） 

・技術提案に係る施工計画 

 

 評 価 値  

(小数点７位以下切捨て) 
＝ 

 技 術 評 価 点  

（標準点（１００点）＋加算点（技術提案等から算出）） 
×  １，０００，０００  

 入 札 価 格  

(消費税及び地方消費税を除く) 

型式 加算点の満点 配点方法 

特別簡易型 原則１０点（１０～２０点） 「１位満点方式」 

評価点が最大の者に加算点の満点を付与し、その他の者には 

評価点の合計に応じて按分した加算点を付与 

簡易型 原則２０点（１０～３０点） 

標準型 原則３０点（２０～４０点） 

高度技術提案型 ３０～５０点 評価点＝加算点 



１ 一般競争入札の実施状況 

（１）平成３０年度 

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格

（調査基準価格）

と同額の件数
発生率 不調件数 発生率

一般競争全体 418 割合 91.16% 9.80 6.37 40 9.57% 108 25.84% 125 29.90% 121 22.45%

土木 117 27.99% 90.59% 9.74 5.72 14 11.97% 28 23.93% 33 28.21% 33 22.00%

建築 32 7.65% 94.3% 7.25 4.88 4 12.50% 0 - 1 3.13% 20 38.46%

電気 37 8.85% 94.31% 4.57 3.38 0 - 0 - 0 - 22 37.29%

管 43 10.28% 93.14% 5.88 4.35 7 16.28% 1 2.33% 0 - 3 6.52%

舗装 85 20.33% 88.77% 15.33 10.09 8 9.41% 55 64.71% 62 72.94% 7 7.61%

造園 6 1.43% 90.7% 8.00 6.50 0 - 2 33.33% 2 33.33% 0 -

その他 98 23.44% 90.83% 9.73 6.41 7 7.14% 22 22.45% 27 27.55% 36 26.87%

契約件数

 

（２）令和元年度（６月末現在） 

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格

（調査基準価格）

と同額の件数
発生率 不調件数 発生率

一般競争全体 79 割合 92.61% 8.58 5.63 5 6.33% 9 11.39% 10 12.66% 35 30.70%

土木 12 15.18% 90.81% 10.17 6.17 0 - 1 8.33% 1 8.33% 8 40.00%

建築 15 18.98% 95.76% 6.53 4.60 3 20.00% 0 - 0 - 15 50.00%

電気 7 8.86% 93.13% 3.86 3.86 0 - 0 - 0 - 3 30.00%

管 12 15.18% 92.66% 5.58 3.83 0 - 0 - 0 - 4 25.00%

舗装 15 18.98% 88.52% 17.20 11.00 2 13.33% 8 53.33% 9 60.00% 1 6.25%

造園 0 0.00% - 0.00 - 0 - 0 - 0 - 0 -

その他 18 22.78% 94.38% 5.89 3.56 0 - 0 - 0 - 4 18.18%

契約件数

 

  



２ 指名競争入札の実施状況 

（１）平成３０年度 

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格
と同額の件数

発生率 不調件数 発生率

指名競争全体 91 割合 91.86% - 3.78 - - 29 31.87% 39 42.86% 13 12.50%

土木 14 15.38% 93.2% - 2.36 - - 1 7.14% 3 21.43% 6 30.00%

建築 16 17.58% 93.96% - 3.00 - - 5 31.25% 8 50.00% 0 -

電気 27 29.67% 91% - 4.26 - - 3 11.11% 8 29.63% 1 3.57%

管 18 19.78% 90.75% - 5.00 - - 16 88.89% 15 83.33% 1 5.26%

舗装 2 2.19% 92.02% - 3.00 - - 0 - 0 - 0 -

造園 2 2.19% 93.72% - 7.50 - - 0 - 0 - 0 -

その他 12 13.18% 90.78% - 3.08 - - 4 33.33% 5 41.67% 5 29.41%

契約件数

 

（２）令和元年度（６月末現在） 

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格
と同額の件数

発生率 不調件数 発生率

指名競争全体 16 割合 91.26% - 4.81 - - 7 43.75% 10 62.50% 3 15.79%

土木 4 25.00% 92.77% - 3.75 - - 1 25.00% 2 50.00% 0 -

建築 0 0.00% - - - - - 0 - 0 - 1 100.00%

電気 2 12.50% 92.33% - 4.50 - - 0 - 0 - 1 33.33%

管 0 0.00% - - - - - 0 - 0 - 0 -

舗装 0 0.00% - - - - - 0 - 0 - 0 -

造園 0 0.00% - - - - - 0 - 0 - 0 -

その他 10 62.50% 90.44% - 5.30 - - 6 60.00% 8 80.00% 1 9.09%

契約件数

 

  



３ 再度入札の状況 

（１）平成３０年度 

不調件数
入札全件（契約件
数＋不調等）

再度入札の
実施件数

発生率
再度入札の
落札件数

発生率 落札率
再度入札の
不調件数

発生率

一般競争入札 121 539 68 12.62% 28 41.18% 95.64% 40 58.82%

指名競争入札 13 104 0 - 0 - - 0 -

随意契約 21 44 4 9.09% 1 25.00% 100% 3 75.00%

合計 155 687 72 10.48% 29 40.28% 95.79% 43 59.72%

土木 43 175 7 4.00% 3 42.86% 99.27% 4 57.14%

建築 21 71 15 21.13% 6 40.00% 95.72% 9 60.00%

電気 24 92 17 18.48% 8 47.06% 96.01% 9 52.94%

管 4 65 8 12.31% 5 62.50% 93.66% 3 37.50%

舗装 12 101 0 - 0 - - 0 -

造園 0 8 0 - 0 - - 0 -

その他 51 175 25 14.29% 7 28.00% 95.63% 18 72.00%

61

89

8

124

91

23

532

132

50

68

418

契約件数

 

（２）令和元年度（６月末現在） 

不調件数
入札全件（契約件
数＋不調等）

再度入札の
実施件数

発生率
再度入札の
落札件数

発生率 落札率
再度入札の
不調件数

発生率

一般競争入札 35 114 21 18.42% 9 42.86% 95.79% 12 57.14%

指名競争入札 3 19 0 - 0 - - 0 -

随意契約 0 4 2 50.00% 2 100.00% 99.06% 0 -

合計 38 137 23 16.79% 11 47.83% 96.38% 12 52.17%

土木 8 26 2 7.69% 2 100.00% 99.06% 0 -

建築 16 31 12 38.71% 5 41.67% 96.81% 7 58.33%

電気 4 13 2 15.38% 0 - - 2 100.00%

管 4 16 3 18.75% 1 33.33% 92.9% 2 66.67%

舗装 1 16 0 - 0 - - 0 -

造園 0 0 0 - 0 - - 0 -

その他 5 35 4 11.43% 3 75.00% 95.05% 1 25.00%

12

15

0

30

16

4

99

18

15

9

79

契約件数

 

  



令和元年４月～６月の特徴として、一般競争入札全体において、昨年度１年間と比較して

平均落札率が１．５ポイント程上昇していることが挙げられる。個別の業種で見ると、建築

で１．４６ポイント、その他で３．５５ポイント上昇している。これは、国の低入札調査基

準価格及び最低制限価格（以下低入札調査基準価格等）の上限が９０％から９２％に改正さ

れたことにともない、本市でも４月より同様の改正を行ったことにより、落札率が底上げさ

れたと考えられる。 

一般競争入札の不調発生率は平成３０年度全体で２２．４５％であったのに対し、今年度

は既に３０％を超える不調率となっており、一般競争入札で不調となる傾向が強まっている。

特に、土木、建築、管においては昨年度平均と比較してもそれぞれ１０ポイント以上上昇し

ている。建築業種においては、低入札調査基準価格等が高止まりとなる傾向があり、上限の

改正が不調率の抑制につながるかどうか引き続き注視が必要であるが、オリンピック・パラ

リンピックの開催に伴う建築需要が増大したことにより、資材の不足、技術者の不足などが

発生していることも不調の要因の１つとして考えられる。 

指名競争入札においては、６月末現在で合計１９件を執行したが、昨年度６月末現在での

執行数が８件だったことに対して、すでに２倍以上の執行件数となっている。指名競争入札

については、原則として一般競争入札の再度発注において、事業スケジュールに余裕がない

時等に限定して執行されることに鑑みれば、一般競争入札における不調の増加が影響してい

ることは明らかである。 

また、指名競争入札においてもすでに３件の不調が発生しており、これも昨年度６月末現

在で０件だったことに比較して不調となる傾向が強まっていることが伺える。 
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